





川 嶋 周 一
論文要旨

EU法の法体系は独自の法秩序, 政体規範を構成しており, 直接効と EU法の優
位という二つの原則がその法秩序の根幹を成している｡ 近年この二つの法原則を含
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統合は, 経済統合, 法統合, そして政治統合の三次元での深化が, それぞれ連関し
ながら進むこととなったのである｡






















える命令の束であり, 法を介して様々な経済分野の統合 (農業, 通貨, 関税
同盟等) は実現される｡ 紛れもなく, 統合において法と政策は一体だったの
である｡
本稿は, EUの法秩序の通史的な全体像を提示することを目的とするもの
ではない｡ 共同体の法と国内法との混成的な性質を持つ EU法秩序は, その
多元性と動態性ゆえ, これまで内容を変容させながら, 法秩序として発展し
てきたものであり(3), その発展を通史的に分析する能力は法学者ではない筆






関する史的研究も既に着手され始めている｡ では, この法統合の生成は, 政
治的な力学・動向, 経済統合のロジックやその展開とどのような関係を持っ


















た(4)｡ それゆえ, 本論の後半は, この 70年代初頭の拡大交渉におけるコミ
トロジーの扱われ方, 既存法規制の受容, ｢既存の法規制｣ とコミトロジー
との関わりについて焦点があてられる｡
以上のような問題関心を受けて, 本稿は, 60年代の法秩序ロジックの生







る法統合の問題は, 法学者にとって, 欧州統合の現象そのものであり, 法統
合の結果生成した EU法体系がいかなるものなのかという点を一貫して探求
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してきたと言ってよい｡ ｢EU法｣ なる専門化された領域がそもそも成立し
ているのは, EU法という法体系が存在しているからである｡ つまり, EU
はそれ自体独自の法体系を構築しており, その意味である種の憲法的体制を
作り上げており, EU法の存在はとりもなおさず EUが憲法的秩序を内側に
作り上げたからに他ならない｡ そうでなければ, そもそも EU法は存在し得
ないからである｡
このような欧州統合における法統合の進展の結果, EC法体系が憲法化し
ていき, それがヨーロッパ共同体に憲法的な秩序, ないしは政体規範 (Con-
stitution)(5) を形成しているという考えは, EU法研究の主流派となってい
る(6)｡ この立場は ｢立憲主義 Constituionalism｣ と呼ばれている｡ そして
立憲主義を生成した要因としてこれまで考えられてきたのは, 欧州司法裁判
所 (ECJ) である｡ ECJに所属する判事, 法務官によって書かれた判例を通




この ｢判例を通じた統合 Integration-through-case-law｣ 論は, 法学者
による共同体法論の根幹を成している｡ 中村によるまとめでは, マーストリ
ヒト条約成立以前からすでに, 政体規範論から見た EU法研究の焦点は, 当
初の EC法の実定法的解釈から EC法規範の政治・経済・社会的機能への分










よって確立した ｢直接効 direct effect｣ と ｢EC法の優位 primacy of Euro-
pean Law｣ を, 根幹的な二大原則とする(8)｡ この理解は, 1990年の欧州経
済領域設立に関して ECJが提示した意見において, ｢EEC条約は, 国際的
合意という形式で締結されたが, にもかかわらず, 法の支配に基づく共同体
の憲法的憲章 constitutional charterを構成している｡ …共同体法秩序の本
質的特徴は, とりわけ加盟国の法に対する優位性, および, 各国国民および
加盟国自体に適用される一連の規定自体が有する直接効である｣(9) と ECJ自
身が明言していることからも明らかである｡
第一の原理である ｢直接効｣ とは, 63年のファン・ヘント・エン・ロー














たのが, 65年の Costa vs. ENEL (以後, CvsE) 事件(11) であり, その判決
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で確立したのが, 第二の EC法原則である ｢EC法の優位｣ である｡ これは,
加盟国の国内法規と EC法が対立する場合, 事前的にも事後的にも, EC法














かを明らかにし始めている｡ EECにおける ECJの前身である ECSCの司法











と言える｡ 両者は, VGeL事件および CvsE事件という二大画期的判決によ
る EC 法の生成を ｢法革命 Legal Revolution｣ ｢司法クーデタ Juridical
















というのも, 二大判決が登場するまでの EC内の議論を探ると, そこには
ECSCから EECに至る連続した司法専門家の存在が明らかになるからであ
る｡ その代表者が, 1952 年から 64 年まで ECSC から EEC をまたがって
ECJ 最初の法務官 (Avocat-General) を務めたラグランジュ (Maurice
Lagrange), 53年から 73年まで 20年間ものあいだ法務官を務め続けたレー
マー (Karl Roemer), ECSC高等機関の法務顧問として参加した後に 1952
年からは法務局を率い, EEC発足後は EEC委員会法務局初代局長を務めた
ゴーデ (Michel Gaudet)(15) の三人である｡ ラグランジュは戦間期に仏国務
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院 (コンセイユ・デタ) に勤務していた法律家で ECSC条約の制度設計に




邦政府の国際法・外国法顧問を務め, 翌 53年から ECJの法務官に就任した
人物だった(17)｡ このような法専門家達は, ローマ条約成立時において, 条





決の登場には, 委員会法務局 (Service juridique : SJ) および同局局長のゴー
デが深く関わっていた｡ ゴーデは法務局で絶大な影響力を発揮し, 法務局は















団体である欧州法律家連合 (Association des Juristes Europeens : AJE)
が, EEC設立を機に, 他の EEC加盟国にも国内に AJEに相当する支部を
設立しようとして, 1961年に誕生した民間レベルの欧州法の独自の研究を
進めるための組織だった(20)｡ FIDEは, 運営資金を EEC委員会から支援し
てもらう代わりに, 欧州法に関する様々な問題について報告書を委員会に提






見解は, 対立していた｡ それは, EEC加盟国の中で, 国際法の国内適用の
優位性を認めるオランダのような国と, 憲法上国際法の国内適用は議会によ
る立法措置を通じて初めて効力を発揮するという立場の独伊との乖離に基づ
いていた｡ オランダは, 1950年代における憲法改正によって, 国際法の国
内適用についてきわめて先進的な規定を設けていた(22)｡ EEC発足後に, ECJ
に先決裁定が提出された件数のうち, オランダからのものが突出していたの
は, 偶然ではなかった｡ EC法秩序の第一原則を確立した VGeL事件がオラ
ンダから起訴されたのは, ある意味起こるべくして起こったことだった｡
VGeL社とオランダ関税当局が争ったこの事件は, 共同体の関税撤廃を定め
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に対して直接効果を有し, かつ EC法に関して, EC法の優位が認められる
法秩序を, EECが有していることを述べたものだった｡ このような EC法
の法秩序観は, まさに, 後の二大判決によって確立される EC法体系のプロ
トタイプそのものだった(24)｡
SJは, この覚書を 2日後には ECJに提出する(25)｡ SJは, 明白に, ロー
マ条約が含意する共同体法秩序は, 通常の国際法によって打ち立てられる秩
序とは異なる憲法主義的解釈を可能にする政体的規範 (Constitution) であ
ると, ECJに働きかけたのである｡ しかし, ECJ内部において, ローマ条
約を憲法的に解釈すべきかどうかについては見解が分かれていた｡ 7人いる
判事のうち, 消極的な判事が大勢を占めていたからである｡ ところがこ




ここで起こった交代とは, フランスのリュエフ (Jacques Rueff) がルクー
ル (Robert Lecourt) に, イタリアのカタラーノ (Nicola Catalano) がト


















賛成したからである｡ そのことで, 七名の判事のうち, ルクール, トラブッ
キ, ロッシ (Rino Rossi：伊), デルヴォ (Louis Delvaux：ベルギー) の
四名が直接効果に賛成し, 三名の反対者, ドナー (Andreas Donner：蘭),
リーゼ (Otto Riese：独), アンム (Charles Leon Hammes：ルクセンブ
ルク) を制して, 12条が直接効果を持つことが ECJの見解となった(27)｡








したがって ECJ自身は, ゴーデ覚書とは異なり, 12条の直接効果を認め
たものの, ゴーデが一体的と見做していた EC法の各国法への優位原則につ
いては, 全くの沈黙を守っていた｡ トラブッキはこの優位原則は直接効果原
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しかし, 優位性を論点とする事件はすぐに起こった｡ それが, イタリアで
引き起こされた Costa vs. ENEL (CvsE) 事件だった｡ ヴォーシェの論稿
で興味深いのは, この CvsE事件は, 意図的に引き起こされた訴訟であるこ
とが示唆されていることである｡ というのも, CvsE事件の訴訟者であるコ
スタ (Flamino Costa) は, ENELの誕生, すなわちイタリアの電力会社
の国有化によって損をする株主に留まらず, ミラノ法律家協会所属の弁護士
でもあり, 彼は同協会所属のミラノ大学法学部憲法学教授のステンダルディ
(Gian Galeazzo Stendardi) と共にこの訴訟を準備したからというのであ
る(29)｡ 特にこのステンダルディは前々からイタリア法における法の支配の
弱さを問題視しており, EC法秩序が外側からかぶさるように, 国民が EC
法によって直接保護されるような法体系の必要性を訴えていた(30)｡ SJは,
VGeL事件以上に, この CvsE事件が EC法秩序生成の決定的分岐点になる
として, 強く ECJに優位性原則を認めることを働きかけた｡ EEC委員会委
員長ハルシュタイン (Walter Hallstein) は欧州議会において優位性原則の
重要性を訴え, SJはそれを覚書にまとめて ECJに提出するのである(31)｡

























に活用しつつあることだった｡ これは ECJによる働きかけもあった｡ 1967
年前半期に ECJが各国最高裁に先決裁定に訴えるべきことを通知し, その
結果, 67年の上半期に 41件の先決裁定が ECJに持ち込まれたのである｡
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調が重要になる｡ この点は, 共同体法の法的管理についてもあてはまる｡ と
いうのも, ECJは共同体法を定義する役割を担い, 共同体法の解釈の一貫
性に責任を負う立場にある｡ しかし, 判決を下すべき案件は, 先決裁定によっ
て各国から上がってくるものである｡ それゆえ, 先決裁定規定の手続, そし
て当該案件における共同体法の有効性に関しては, ECJと加盟国側の裁判
所間の全体的な協働が不可欠だった｡ 先決裁定手続こそが, 加盟諸国のそれ
ぞれに異なる法秩序に一体的な法 (droit uniforme) を効率的に構築する
ために不可欠な手段なのであった(37)｡
共同体法秩序形成に関する同覚書の結論として, SJは以下の三つを挙げ





























ンにも関わらず, なぜ EC (EU) は完全な政治的連邦に移行しないのだろ






クール, トラブッキは, 同時にそれまで主流と思われた, 各国法制の調和化
を基礎とする EC法秩序観を傍流に押しやった(39)｡ しかし, 各国法制の調和
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化を実行に移す際に執行レベルで多用される政策メカニズムがコミトロジー









でも, また法統合を可能とする憲法的な EC法秩序だけでもなく, この両者
が結び付いた法・政秩序なのではないかということであり, この二者を不可
分に結びつけるのが経済統合であることである｡ なぜ二者を結びつけなけれ










での制度化が進むことになる (川嶋 2012)｡ その 70年代は, ECが最初の加
盟国拡大を行った時代であった｡ 加盟国交渉はまさに政府と共同体間の交渉












1958年に発足した EEC (68年より EC) は, 1970年に初めての新規加盟
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その強さがいかなるものだったかを明らかにすることに繋がるだろう｡
この第一次拡大交渉は, ECの規制力(42) の歴史的生成過程における一つの
断面を我々に見せる｡ それは, この交渉において初めて ECの法制を中核と
する政治構造を域外国に拡張することに成功したからである｡ 周知の通り,











程度そうと言えるかもしれない｡ しかし, 70年代初頭の拡大交渉は, 実際
に最初の加盟国拡大が行われ, それぞれに国内状況が異なる国家が, 約 10
年の年月をかけて形作られた ｢共同体｣ への加盟を果たそうとするものだっ



























ていた｡ さらに, イギリスには大陸諸国とは異なり漁業が盛んで, イギリス
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化し, イギリス, デンマーク, アイルランド, ノルウェーを対象として, 翌
70年 6月 30日からルクセンブルグにおいて 10カ国交渉が開始した (ただ
しノルウェーは 1972年 9月の国民投票での否決を受けて拡大交渉から撤退)｡











外共通関税, 共通農業政策, 共通漁業政策, 共通通商政策といった経済統合
の問題と, 共同体財政 (イギリスは財政負担をどの程度負うか) の問題に当
初集中した｡ とはいえ経済統合の問題は, 単純にイギリス国内経済政策の問
題にとどまらず, イギリスの海外領土 (香港, ジブラルタル) が ECの経済
圏に組み込まれるか否かという問題ともかかわっていた｡ その意味で, これ
は同時にやはり政治的な問題でもあった｡











しかし, 最終的に 1971年 6月の仏英首脳会談における合意形成によって,
交渉は大きく転換した｡ この仏英会談によって, 袋小路にあった拡大交渉は
合意形成に転じ, 71年後半には多くの合意がなされて加盟条約の条文作成
が進められた｡ 交渉は最終的に 1972年 1月 18日の朝 3時まで行われ(45), 1
月 22日に ECとイギリス, アイルランド, デンマーク間で, 同三か国の EC
への加盟条約 (Accession Treaty) が調印された｡ 当該条約が発効するの
が, 翌 1973年 1月 1日のことであった｡
ただし, 拡大交渉はこの加盟条約調印を以って終了したわけではない｡ と
いうのも, 加盟条約には新規加盟国は加盟条約発効後の移行期間以内に共同
体の指令 (Directives) に関して, 国内立法化措置を行うことが定められて
おり, その立法化措置に関する詳細な内容については交渉が継続していたか




ソンは, 交渉の見直しを求める再交渉 (Renegotiation) を要求し, さらに
EC加盟の是非を国民投票に諮ることを掲げた｡ 選挙に勝利したウィルソン
政権は, 1975年 6月に国民投票を実施したが, 結果は 67％の賛意を得てイ
ギリスは ECに留まることになったのである｡
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会談の共同声明の 13番目において ｢加盟申請国が, 共同体条約, 共同体の
政治的最終目標, 条約が発効して以降に取られる決定, そして開発領域にお
ける選択肢を受容した場合, 共同体と加盟国間との間で交渉が開始すること
について, 国家元首・政府首脳は同意を示してきた｣ として, 67年 9月の
覚書同様の立場を踏襲したのである｡ そして 70年 6月の拡大交渉の最初の
会議であるルクセンブルグ会議において, 議長のベルギー外相アルメルは共
同体を代表して, 加盟交渉に関する共同体の立場を以下の五点にまとめた｡
第一には, 申請国が条約, 共同体の政治的最終目的 (Finalites politiques),
条約発効以降に成立したあらゆる性質の決定 (les decision de toute na-
ヨーロッパ共同体域内の 一体的法・政治秩序生成の模索
243( 835 )
ture) を受け入れることを第一の条件とし, 第二に, この条件を受けいれた
うえで, 実際の適用に関して問題があるものについては移行期間中の措置に
よって問題を解決すること, 第三に, ECの連合規定 (発展途上国に対する
政策的なつながり) を保持すること, 第四に EFTA諸国との同時に新通商
協定を目指すこと, 第五に, 申請国の個別問題を対応するために最初の交渉
は個別 (バイラテラル) に行うこと, 第五に, 交渉手続きは現実的な問題に
柔軟に対応する用意があることである(47)｡
このアルメルの言明はまさに, 共同体の加盟に際して, アキ・コミュノテー
ル (以下, ｢アキ｣ と略記) の受容が前提になっていることを示していた｡
しかし, 実際の所, アキはこの時点でその内容を堅固なものとしていた訳で
はなかった｡ むしろ重要なのは, アキをその一要素とする共同体の法秩序構











そもそもアキとは ｢EU法の総体系｣ であり, これまで EUにおいて策定
された法全てを意味する｡ 現在の EUの広報によると, アキは以下の六つか
ら成り立っている(48)｡ 共同体設立条約の内容・原則・政治的目標, 条
約に従って採択された立法 (Legislation) および ECJの判例 (Case Law),
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EUによって採択された宣言・決議, CFSP文書, JHA文書, 共同
体によって締結された国際協定およびその国内履行, である｡ アキの包括的
な受け入れと国内法への転換は, ヨーロッパ共同体の新規加盟国の義務とさ



























第二節でみたとおり, 欧州司法裁判所 (ECJ) による ｢画期的｣ な二大判決
が第一次加盟交渉後に登場した｡ つまり, 第一次加盟交渉と第一次拡大交渉
における域内統治構造上の決定的な相違は, 60年代中盤以降の ｢アキ｣ の
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しかし, 拡大交渉でイギリス代表団団長を務めたオニール (Sir Con
O’Neill) は, このような ｢加盟に際しては条約と条約発効以降に共同体で
採択された決定すべてを留保なし受容しなければならない｣ という言説を,
過大評価だと述べている(54)｡ なぜならば, アキを構成する共同体規定は幅
広く, ここにいわゆる ｢派生法 (droit derive)｣ もしくは共同体派生法
(droit communautaire derive) の国内適用という問題が生じるからである｡
実のところ, 71年に理事会で合意された上記覚書では, 共同体派生法につ
いて, これを ｢アキ｣ とは区別されるものとした(55)｡ (共同体) 派生法とは
具体的に以下のように定義された｡ 何より派生法とは, 直接間接を問わず条


























とされもの 43, 補足的な規定だが適用が義務とされたもの 23, 同じく補足的
規定であり適用するのが ｢有用｣ されたもの 18, その他の派生法が 16だっ
た(58)｡ 最初の三つは, 理由は異なるがどれも適用が必要とされたものであ
り, それは適用が検討された派生法において 7割を占めた｡ また, これらの
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を設ける ｢入門期間 periode d’initiation｣ を設けることを 70年 9月の最初
の代理人交渉の際に共同体側に求めた｡ しかし, このような ｢入門期間｣ は
67年の第二次加盟申請の際に政府が作成した加盟白書の内容 (次節参照)
と矛盾し, 派生法の国内適用の実質的な拒否表明に近いと委員会側は受け取っ














換を必要とし, そのような転換を議論することが必要となる｡ しかし, これ
らの問題はコモンウェルス諸国との関係やイギリスの経済政策上の主権擁護
といった, イギリスの政治外交上の重要な政策と深く結び付く問題だった｡
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る(75)｡ そして実際, 中村が詳しく論じているように, イギリスの EC加盟は,
イギリスの国会主権を浸食する決定的な契機となったのである (中村 1993)｡
おわりに：三次元化したヨーロッパ統合
本小論は, 欧州統合における法統合, 経済統合, そして政治統合の三者が
それぞれ相互に連関し合いながらお互いの統合を深化させていったその構図













体が置かれた国際上の立場｡ これらの経済, 法, 政治的な統合が, 統合の実
質化 (＝自律化 Being Autonomy) と 70年代に進む米欧関係上の欧州の立
場の独自化(76) (＝自立化 Being Independent) をモーターとして, 相互に
連関しながら, 共同体における統合空間を三次元化していったのである｡
文書館略語
CAC：Centre de l’Archives Contemporaine, Fontainebleau
SGCICEE：ヨーロッパ問題に関する省庁間会議事務局史料
HAEU：Historical Archives of European Union, Firenze
BAC：欧州委員会史料
INT：オーラル・ヒストリー
TNA：The National Archives, Kew
CAB：首相官邸史料
FCO：外務ならびにコモンウェルス省史料
( 1 ) ヨーロッパ共同体に関わる法において, EC法と EU法は通常異なる｡ EC
法とは ECについての法, EU法は狭義と広義があり, ECに関わらない政府
間枠組みに関するものを狭義の EU法, EC法と狭義の EU法を含むものを広
義の EU法と区別する｡ しかし, その本質は EC法にあると言ってよいだろう｡
本論で問題にするのは 60年代から 1970年代前半の EECおよび ECの時代で
あるので, 以下本論では ｢EC法｣ を使用するが, 現在までに渡るヨーロッパ
共同体の法全般を指す用語として, ｢EU法｣ もしくは ｢共同体法｣ を使用す
る場合もある｡ EC (EU) 法の教科書的解説としては, 庄司 2003を参照のこ
と｡ なお, ｢ヨーロッパ法 European Law/Droit Europeenne｣ といった場合
通常 EUに結実する共同体の法を指すが, 場合によっては欧州審議会の枠組み
で締結された法 (e.g. ヨーロッパ人権条約) も含むこともある (EU法と欧州
審議会の法の一体的解説として Berge & Robin-Olivier, 2011を参照)｡ 本論
でいうヨーロッパ法秩序とはもちろん前者の共同体のみに限定されるが, この
二つの共同体を包含したヨーロッパ法秩序の生成をいかに考えるのかという問
題は, はるかに筆者の能力を超えている｡ ただしこの論点は, 当然のことなが
ら, EU法学者の中で既に論じられており, 以下の論考が示唆するように, 欧
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注
州審議会の枠組みで締結された欧州人権条約と EC (EU) 法枠組みの双方で
議論される人権 (基本権) をめぐる問題に, EU法の枠組みにおける法秩序の
構築をめぐる意識的な法解釈論争と法秩序構築の進展への理解の鍵があるよう
に思われる (庄司 2001；小畑 2008；小畑 2012a；小畑 2012b)｡
( 2 ) EU法の性格については, 中村 1998；中村 2003；中村・須網編 2010を参照
のこと｡
( 3 ) 庄司 2003；中村 2003; de Witte, 2011を参照｡
( 4 ) この点については, 拙稿 (川嶋 2012) を参照のこと｡




まえ, 本稿で用いる ｢憲法的秩序｣ という用語には, 以下の二つの意味を込め
る｡ 第一に, そもそもヨーロッパ共同体は政体であるということ, 第二に ｢憲
法｣ の通常の日本語の意味に近い統治機構の基礎を提供する最高法の意味から,
その法秩序は最高法をいだく階層的な秩序を形成しているということである｡
第二点目については, 庄司のテキストで分かりやすい図解がある (庄司 2003：
4)｡
( 6 ) この点につき, ワイラーの著作 (元々は法律学紀要に発表された長文論文)
が, ヨーロッパ共同体と共同体法が憲法的秩序を有する構造へと変異したと主
張する, 記念碑的研究であると言えるだろう (ワイラー 1998)｡
( 7 ) 中村 2008：2017｡
( 8 ) 庄司 2003：120｡
( 9 ) Opinion 1/91, Draft agreement between the Community, on the one hand,
and the countries of the European Free Trade Association, on the other, relat-
ing to the creation of the European Economic Area [1990] ECR I6079, para.
21; 庄司 2003：3.
(10) これは, オランダの企業 VGeL社とオランダ関税当局間の訴訟で, その争
点は以下の通りである｡ 1960年 9月に同社が西独から尿素ホルムアルデヒド
を輸入しようした際, 同年 3月から実施されたベネルクス三国間の関税協定率
に従って 8％の関税が課せられた｡ しかるに, 1958年の EEC設立当初は当該
製品には 3％であり, EEC条約第 12条は条約発効後に加盟国間の輸出入に関





(11) これは, イタリア人フラミオ・コスタとイタリア電力公社 (ENEL) 間の訴
訟で, 争点は以下の通りである｡ イタリアは 1962年に電力事業を国有化し,









たものとして, アルターの研究がある (Alter, 2001)｡
(13) Boerger-De Smedt, 2012 ; Cohen, 2007 ; Cohen & Vauchez, 2007 ; Davies,
2012 ; Davies & Rasmussen, 2012 ; Rasmussen, 2008 ; Rasmussen, 2012 ; Vau-
chez, 2010 ; Wilson, 2008. ヴォーシェの論文を除いて, 重要な EC法史研究の
論文は以下の三つの雑誌の特集号に掲載されている｡ Journal of European
Integration History誌第 14巻 2号 (2008年) における収録論文；Contempo-
rary European History誌第 21巻第 3号 (2012年) における ｢EU法の新しい
歴史に向けて｣ 特集収録の諸論文｡ この二つの特集は, ラスムッセンを中心と
して複数の執筆者が重複しており, 前者の論稿のさらなる修正増補版が後者に
発表された趣がある｡ これとは別に Law & Social Inquiry誌第 32巻 第 1号
(2007年) における法とトランスナショナルな政治特集の収録諸論文はヴォー
シェを中心としている｡
(14) ストーンスイートは, 62年から 65年にかけての二大判決によって生じた変
容を ｢司法的クーデタ｣ として, 共同体創設期の交渉では明確に放棄された憲
法的秩序観が ECJによって復活し共同体秩序そのものを変容させたことに対
する政治的な正統性の問題を提起した (Stone Sweet, 2007)｡
(15) ゴーデは 1942年にコンセイユ・デタの傍聴官 (Auditeur) としてキャリア
を出発し, その後調査官 (matre des requetes) 等を務めていた法律家であ
り, モネの誘いで高等機関に参加した｡ ｢欧州合衆国のための行動委員会｣ の
メンバーとして, 連邦主義的な欧州共同体建設に賛同する欧州主義者である｡
ゴーデは 58年の EEC発足後の委員会法務局局長, 三共同体合併後の EC委員
会法務局局長も 69年まで務めた｡ ゴーデの略歴は, ドゥシェーヌによるイン
タビューに関する EUIアーカイブの紹介文による｡ http://www.eui.eu/HA
EU/OralHistory/bin/CreaInt.asp?rc=INT500
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(16) Wilson, 2008: 4149; なお以下の文献もあるが, 筆者は未見である｡ “The
first Advocate General, Maurice Lagrange”, in Burrows and Greaves 2007:
5988; Grilli, 2008.
(17) レーマーの経歴については, 西独の閣議議事録の人名リスト記載の情報を参
照した｡ なお, 企業弁護士を務める前の 20年代に, ミュンヘンやボン等の大
学で法学を学んだとされるが, その確固たる典拠は未読である｡ http://
www.bundesarchiv.de/cocoon/barch/0000/z/z1961z/kap1_5/para2_64. html
(18) EUI, INT 720, p. 29.
(19) Rasmussen, 2012: 383.
(20) Rasmussen, 2012: 384.
(21) Rasmussen, 2012: 384.
(22) Rasmussen, 2012: 386.
(23) Rasmussen, 2012: 386. ラスムッセンの論が依拠するこの覚書は次の三つで
ある｡ Notea M. Jen Rey, President du Groupe Juridiaue eta M. Caron,
President du Groupe du Marche Interireur. Objet : Observations de la
Commission devant la Cour de Justice au sujet des demandes prejudi-
cielles de la ‘Tariefcommissie’ neerlandaise;Affaire 26/62, Memoire de
la Commission de la Communaute Economique Europeenne, Bruxelles, 7
novembre 1962 ;Questions prejudicielles poseesa la Cour de Justice par
la ‘Tariefcommissie’ neerlandaise en vertu de l’article 177. Projet de P. V.
204 reunion Commission. all in European Commission Historical Ar-
chives, BAC, 371/1991, 620.
(24) Rasmussen, 2012: 387.
(25) Rasmussen, 2012: 387.
(26) Rasmussen, 2008: 98.
(27) Rasmussen, 2012: 389. 当時の ECJ判事の国籍については, ECJサイトを
参考した｡ http://curia.europa.eu/jcms/jcms/Jo2_7014/
(28) Rasmussen, 2012: 390.
(29) Vauchez, 2010: 17.
(30) Vauchez, 2010: 18. ステンダルディは 1958年の時点で 『イタリア法体系と
欧州共同体との関係』 と題する研究書を刊行している (筆者は当書籍は未見)｡
Gian Galeazzo Stendardi, I rapporti fra ordinamenti guiridici italiano e le
Communita europee, Milano, Guiffre, 1958.
(31) Rasmussen, 2012: 3923.
(32) Rasmussen, 2012: 393.
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(33) JUR/CEE/816/67, 26 juin 1967, La construction juridique commu-
nautaire. Apport de la premiere decennie de la CEE. HAEU, BAC
144/1992, N740.
(34) Ibid., p. 6.
(35) Ibid., Annexe. 先決裁定の詳細は以下の通り｡ ラスムッセンの論稿にもあっ
たように, 先決裁定のほぼ半数がオランダから成されている｡




稿を参照 (Lindseth, 2010) のこと｡
(39) Rasmussen, 2012 : 385











そこで以後, ｢加盟交渉｣ は 60年代の失敗に終わったものについて言及すると
きに使用し (第一次, 第二次), 7072年の交渉を ｢拡大交渉｣ と記す｡
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